
 

((6655歳歳以以上上のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者がが7700%%、、4499歳歳以以下下のの割割合合はは1111%%))  
令和2(2020)年の基幹的農業従事者数のうち、65歳以上の階層は全体の70%(94万9千⼈)

を占める⼀⽅、49歳以下の若年層の割合は11%(14万7千⼈)となっています(図図表表  特特--22)。 
 

 
 
((令令和和22((22002200))年年のの2200~~4499歳歳層層はは平平成成2277((22001155))年年のの1155~~4444歳歳層層にに⽐⽐べべてて22万万22千千⼈⼈増増加加))  

農林業センサスは5年ごとの調査で、年齢階層も5年単位であることから、例えば、平成
27(2015)年に20~24歳の階層に属する基幹的農業従事者は、令和2(2020)年には25~29歳の
階層に属することになります。 

これを踏まえて、令和2(2020)年の年齢階層別基幹的農業従事者数を、平成27(2015)年
の5歳若い階層と⽐較すると、70歳以上の階層では後継者への継承等により減少する⼀⽅、
69歳以下の各階層で微増となりました(図図表表  特特--33)。 

このうち、令和2(2020)年の20~49歳層(平成27(2015)年時点の15~44歳層)の動向を⾒る
と、親からの経営継承や新規参⼊等により12万4千⼈から14万7千⼈と2万2千⼈増加、
60~69歳層(同55~64歳層)は36万7千⼈から39万3千⼈と2万6千⼈増加しました。60~69歳
層は退職後に就農するいわゆる定年帰農による増加と考えられます。⼀⽅、⼈数の多い70
歳以上の階層の減少率が⾼いことから、基幹的農業従事者全体としては⼤幅な減少となり
ました。 

このような中、我が国の農業の持続的な発展のためには、若年層等の農業従事者の確保・
定着と併せて、それらの農業従事者⼀⼈⼀⼈がこれまでに⽐べてより⼤きな役割を担って
いくことが必要になっていると考えられます。 

  

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」 (組替集計) 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 平成17(2005)年の基幹的農業従事者数は販売農家の数値 
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特特集集  変変化化

シ フ ト
すするる我我がが国国のの農農業業構構造造  

 
 
我が国の農業は、国⺠⽣活に必要不可⽋な⾷料を供給する機能を有するとともに、地域

の経済やコミュニティを⽀え、国⼟保全等の多⾯的機能を有しており、我が国の経済・社
会において重要な役割を果たしています。 

他⽅、我が国の農業・農村は農業者や農村⼈⼝の著しい⾼齢化・減少という事態に直⾯
していますが、令和3(2021)年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤によ
る影響の継続に加え、ロシアによるウクライナ侵略等を背景として、⾷料⾃給率1の向上や
⾷料安全保障2の強化への期待が⼀層⾼まっており、そのような中で、我が国農業において
は持続可能な農業構造の実現に向けた取組がますます重要となっています。 

このため、今回の特集では、そのための道 標
みちしるべ

となるよう、2020年農林業センサスの公
表等を踏まえ、我が国の農業構造のこれまでの中⻑期的な変化をテーマに、品⽬別、地域
別も含めた分析を⾏いました。以下では、その内容について紹介します。 

 
((11))  基基幹幹的的農農業業従従事事者者  
((基基幹幹的的農農業業従従事事者者はは減減少少傾傾向向、、令令和和22((22002200))年年はは113366万万⼈⼈))  

個⼈経営体3の世帯員である基幹的農業
従事者4は減少傾向が続いており、令和
2(2020)年は136万3千⼈と、平成27(2015)
年の175万7千⼈と⽐べて22%減少しまし
た。15年前の平成17(2005)年の224万1千⼈
と⽐べると39%減少しました(図図表表  特特--11)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 ⽤語の解説3(1)を参照 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 
3 ⽤語の解説1、2(1)を参照 
4 ⽤語の解説1、2(5)を参照 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」
(組替集計) 

 注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 
2) 平成17(2005)年の基幹的農業従事者数は販売農家の数値 
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3 ⽤語の解説1、2(1)を参照 
4 ⽤語の解説1、2(5)を参照 
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((ココララムム))  団団体体経経営営体体ににおおけけるる若若年年農農業業者者のの状状況況  
法⼈経営体等の団体経営体*について、農業者の

年齢を⾒ると、令和2(2020)年は、団体経営体の農
業者19万⼈のうち49歳以下の割合は45%(8万5千
⼈)で、個⼈経営体の割合(12%)より⾼くなってい
ます。 

販売⾦額1位部⾨別に⾒ても、ほぼ全ての部⾨で、
団体経営体の農業者に占める49歳以下の割合は、個
⼈経営体の割合を上回っており、特に、稲作部⾨で
は、個⼈経営体の6%に対して、団体経営体では30%
となっています。 

個⼈経営体の農業者数については、若年層の割合
が⼩さく、また、⾼齢化等の影響により今後も減少
傾向で推移することが⾒込まれます。このため、若
年農業者の就農における団体経営体の役割は、引き
続き⼤きいと考えられます。 

＊ ⽤語の解説1、2(1)を参照 

個個⼈⼈経経営営体体・・団団体体経経営営体体のの農農業業者者数数  
((全全体体及及びび4499歳歳以以下下))((令令和和22((22002200))年年))  

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
注：1) 個⼈経営体の農業者数は、基幹的農業従事者と個⼈経

営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
2) 団体経営体の農業者数は、役員・構成員(年間農業従事

150⽇以上)と団体経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
3) 年齢不詳の常雇いは50歳以上に含む。 

 
販販売売⾦⾦額額11位位部部⾨⾨別別のの団団体体経経営営体体ににおおけけるる農農業業者者数数((全全体体及及びび4499歳歳以以下下))((令令和和22((22002200))年年))  

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」結果を基に集計・作成 
注：1) 個⼈経営体の農業者数は、基幹的農業従事者と個⼈経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 

2) 団体経営体の農業者数は、役員・構成員(年間農業従事150⽇以上)と団体経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
3) 年齢不詳の常雇いは50歳以上に含む。 
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図表 特-4 販売⾦額1位部⾨別の基幹的農業従事者数(全体及び49歳以下) 

農業者数に占める
49歳以下の割合(%)

団体経営体 29.7 55.4 47.2 45.7 44.3 60.2 52.7 56.7 41.7
個⼈経営体 5.9 17.1 24.1 10.8 19.0 34.2 15.9 28.0 23.5

 

 
 

 
 

((若若年年層層のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者はは酪酪農農やや施施設設野野菜菜でで⼤⼤ききいい割割合合))  
令和2(2020)年の若年層(49歳以下)の基幹的農業従事者を販売⾦額1位部⾨別に⾒ると、

⼈数では稲作や施設野菜、露地野菜でそれぞれ約3万⼈と多く、49歳以下の割合では酪農
で31%、施設野菜で21%と⼤きくなっています(図図表表  特特--44)。施設野菜や酪農等の畜産部⾨
は、経営体の販売⾦額や農業所得1が⽐較的⼤きく、かつ、⽣産に当たって多くの労働⼒を
要することから、若年層の割合の⼤きさにつながっているものと考えられます。 
 

 
1 ⽤語の解説2(4)及び特集(5)参照 

 
⻑野県茅野市

ち の し
の鈴⽊紘平

す ず き こ う へ い
さんと仁美

ひ と み
さんは、菊58a(施設15a、露地

43a)の栽培を⾏う49歳以下の基幹的農業従事者です。平成28(2016)
年の新・農業⼈フェア等で紹介されたIターンの先輩である菊農家の
下で、2年間の⾥親研修等を受け、菊の栽培技術を習得後、国の⽀援
を活⽤し、令和元(2019)年に愛知県から⻑野県へ移住、Iターン就農
をしました。 

綿密な栽培計画と、電照、シェード栽培等開花調整技術を活⽤し、
計画出荷、作業負荷分散に取り組んだ結果、就農2年⽬に経営計画に
おける5年⽬の売上げと出荷数量の⽬標を達成しました。 

鈴⽊さんは、今後、若⼿の新規就農者*を増やすことで、地域農業
の発展を促していきたいと考えています。 

 
＊ ⽤語の解説2(6)を参照 

鈴鈴⽊⽊紘紘平平ささんんとと仁仁美美ささんん  

((事事例例))  IIタターーンン就就農農でで、、菊菊栽栽培培にに取取りり組組むむ若若⼿⼿基基幹幹的的農農業業従従事事者者((⻑⻑野野県県))  

図表 特-3 基幹的農業従事者の平成27(2015)年・令和2(2020)年の増減 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 平成27(2015)年のグラフを1階層(5年分)右に移動して令和2(2020)年の同じ世代の階層と増減⽐較 

増減(千⼈) 3.9 4.2 3.5 4.2 4.0 2.5 0.6 0.7 15.3 10.8 -41.4 -88.7 -130.1 -183.9
増減率(%) 516.5 63.8 21.2 16.2 12.0 6.1 1.3 0.9 12.2 4.5 -13.5 -31.1 -47.4 -66.9
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((ココララムム))  団団体体経経営営体体ににおおけけるる若若年年農農業業者者のの状状況況  
法⼈経営体等の団体経営体*について、農業者の

年齢を⾒ると、令和2(2020)年は、団体経営体の農
業者19万⼈のうち49歳以下の割合は45%(8万5千
⼈)で、個⼈経営体の割合(12%)より⾼くなってい
ます。 

販売⾦額1位部⾨別に⾒ても、ほぼ全ての部⾨で、
団体経営体の農業者に占める49歳以下の割合は、個
⼈経営体の割合を上回っており、特に、稲作部⾨で
は、個⼈経営体の6%に対して、団体経営体では30%
となっています。 

個⼈経営体の農業者数については、若年層の割合
が⼩さく、また、⾼齢化等の影響により今後も減少
傾向で推移することが⾒込まれます。このため、若
年農業者の就農における団体経営体の役割は、引き
続き⼤きいと考えられます。 

＊ ⽤語の解説1、2(1)を参照 

個個⼈⼈経経営営体体・・団団体体経経営営体体のの農農業業者者数数  
((全全体体及及びび4499歳歳以以下下))((令令和和22((22002200))年年))  

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
注：1) 個⼈経営体の農業者数は、基幹的農業従事者と個⼈経

営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
2) 団体経営体の農業者数は、役員・構成員(年間農業従事

150⽇以上)と団体経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
3) 年齢不詳の常雇いは50歳以上に含む。 

 
販販売売⾦⾦額額11位位部部⾨⾨別別のの団団体体経経営営体体ににおおけけるる農農業業者者数数((全全体体及及びび4499歳歳以以下下))((令令和和22((22002200))年年))  

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」結果を基に集計・作成 
注：1) 個⼈経営体の農業者数は、基幹的農業従事者と個⼈経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 

2) 団体経営体の農業者数は、役員・構成員(年間農業従事150⽇以上)と団体経営体が雇い⼊れた常雇いの総数 
3) 年齢不詳の常雇いは50歳以上に含む。 
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資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」結果を基に集計・作成 

49歳以下の割合(%) 5.5 14.8 20.7 10.2 16.5 31.0 14.9
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図表 特-4 販売⾦額1位部⾨別の基幹的農業従事者数(全体及び49歳以下) 

農業者数に占める
49歳以下の割合(%)

団体経営体 29.7 55.4 47.2 45.7 44.3 60.2 52.7 56.7 41.7
個⼈経営体 5.9 17.1 24.1 10.8 19.0 34.2 15.9 28.0 23.5

 

 
 

 
 

((若若年年層層のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者はは酪酪農農やや施施設設野野菜菜でで⼤⼤ききいい割割合合))  
令和2(2020)年の若年層(49歳以下)の基幹的農業従事者を販売⾦額1位部⾨別に⾒ると、

⼈数では稲作や施設野菜、露地野菜でそれぞれ約3万⼈と多く、49歳以下の割合では酪農
で31%、施設野菜で21%と⼤きくなっています(図図表表  特特--44)。施設野菜や酪農等の畜産部⾨
は、経営体の販売⾦額や農業所得1が⽐較的⼤きく、かつ、⽣産に当たって多くの労働⼒を
要することから、若年層の割合の⼤きさにつながっているものと考えられます。 
 

 
1 ⽤語の解説2(4)及び特集(5)参照 

 
⻑野県茅野市

ち の し
の鈴⽊紘平

す ず き こ う へ い
さんと仁美

ひ と み
さんは、菊58a(施設15a、露地

43a)の栽培を⾏う49歳以下の基幹的農業従事者です。平成28(2016)
年の新・農業⼈フェア等で紹介されたIターンの先輩である菊農家の
下で、2年間の⾥親研修等を受け、菊の栽培技術を習得後、国の⽀援
を活⽤し、令和元(2019)年に愛知県から⻑野県へ移住、Iターン就農
をしました。 

綿密な栽培計画と、電照、シェード栽培等開花調整技術を活⽤し、
計画出荷、作業負荷分散に取り組んだ結果、就農2年⽬に経営計画に
おける5年⽬の売上げと出荷数量の⽬標を達成しました。 

鈴⽊さんは、今後、若⼿の新規就農者*を増やすことで、地域農業
の発展を促していきたいと考えています。 

 
＊ ⽤語の解説2(6)を参照 

鈴鈴⽊⽊紘紘平平ささんんとと仁仁美美ささんん  

((事事例例))  IIタターーンン就就農農でで、、菊菊栽栽培培にに取取りり組組むむ若若⼿⼿基基幹幹的的農農業業従従事事者者((⻑⻑野野県県))  

図表 特-3 基幹的農業従事者の平成27(2015)年・令和2(2020)年の増減 
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資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 平成27(2015)年のグラフを1階層(5年分)右に移動して令和2(2020)年の同じ世代の階層と増減⽐較 

増減(千⼈) 3.9 4.2 3.5 4.2 4.0 2.5 0.6 0.7 15.3 10.8 -41.4 -88.7 -130.1 -183.9
増減率(%) 516.5 63.8 21.2 16.2 12.0 6.1 1.3 0.9 12.2 4.5 -13.5 -31.1 -47.4 -66.9
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((主主業業経経営営体体、、法法⼈⼈経経営営体体のの経経営営すするる耕耕地地⾯⾯積積のの割割合合のの合合計計はは増増加加傾傾向向))  
経営耕地⾯積に占める割合を農業経営体の経営形態別に⾒ると、主業経営体と法⼈経営

体の合計は増加傾向で推移し、令和2(2020)年で63％を占めています。特に法⼈経営体の
割合は平成17(2005)年に⽐べて14ポイント増加しました。 

その⼀⽅で、準主業経営体の割合が減少していますが、これは、5年間経過する中で、
65歳未満の農業従事者が不在となり、副業的経営体になったこと等によるものと考えられ
ます。 

令和2(2020)年の割合を地⽬別に⾒ると、畑では主業経営体と法⼈経営体の割合が⼤き
く、合計で81%を占めています。⼀⽅、⽥や樹園地においては副業的経営体の割合が約4
割を占めています。 

また、地域別に⾒ると、北海道においては主業経営体と法⼈経営体の割合が合計で90%
を占める⼀⽅で、⽥・樹園地が多く、中⼭間地域の割合も⾼い中国地域、四国地域では副
業的経営体の割合がおよそ半分の⾯積を占めています(図図表表  特特--66)。 
 

 
 
 
 

  

図表 特-6 経営形態別経営耕地⾯積の割合 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成 
 注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 平成17(2005)年、平成22(2010)年、平成27(2015)年の主副業別の内訳の数値は、販売農家の主副業別の⾯積の割合を個⼈経営体
の⾯積に当てはめて作成した推計値 
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((22))  農農業業経経営営体体  
((令令和和22((22002200))年年のの農農業業経経営営体体数数はは110088万万経経営営体体でで、、9966%%がが個個⼈⼈経経営営体体))  

農業経営体1全体の数は減少傾向にあり、
令和2(2020)年は107万6千経営体と15年前
の平成17(2005)年の200万9千経営体と⽐
べて46%減少しました。 

農業経営体のうち96%を占める個⼈経
営体が減少傾向の⼀⽅、4％を占める団体
経営体は微増傾向で推移しています(図図表表  
特特--55)。 

個⼈経営体の数は、主業経営体2、準主業
経営体3、副業的経営体4の全ての分類で減
少しており、特に、準主業経営体の減少割
合が⼤きくなっています。 

 
 

 
1 ⽤語の解説1、2(1)を参照 
2 ⽤語の解説1、2(1)を参照 
3 ⽤語の解説2(1)を参照 
4 ⽤語の解説2(1)を参照 

 
福井県若狭

わ か さ
町

ちょう
の有限会社かみなか農楽舎

のうがくしゃ
は、地域の農業者の減少・⾼齢化や

荒廃農地の増加等の課題に対して、集落住⺠と⾏政と株式会社類
るい

設計室
せっけいしつ

が出資し
て平成13(2001)年に設⽴された農業法⼈で、借り⼊れた⽔⽥45haでの⽔稲等の⽣
産・販売に加えて、農業体験の受⼊れを事業として実施しています。 

かみなか農楽舎では、「都市からの若者の就農・定住を促進し集落を活性化す
る」との⽬的で、年間3⼈程度の新規就農を希望する都市の若者に対して2年間の
農業栽培技術・農村⽣活の研修を⾏っています。農村⽣活の研修では農村の⼀員
として地域の活動に参加することもカリキュラムに組み込まれており、こうした
活動等を通じて、受け⼊れる地域住⺠等との信頼関係の向上が図られています。 
 研修後は、後継者等不在の認定農業者*等からの経営継承により
⾃⽴して新規就農者になる研修⽣、地元の担い⼿農家と共同経営で
法⼈を設⽴する研修⽣、かみなか農楽舎に就職する研修⽣等がお
り、農業法⼈が研修⽣に対して多様な就農のゴールを提⽰すること
が可能となっています。 

令和3(2021)年度までに49⼈の若者の⻑期研修⽣が卒業してお
り、そのうち26⼈が若狭町内での就農・定住やかみなか農楽舎へ
の就職により地域農業を⽀えるとともに、それ以外の研修⽣も県外
での就農や⻘年海外協⼒隊員として農業指導を⾏うなど、研修⽣は
各⽅⾯で活躍しています。 

 
＊ ⽤語の解説3(1)を参照 

農農業業技技術術のの指指導導をを受受けけるる研研修修⽣⽣
資料：有限会社かみなか農楽舎 

((事事例例))  農農業業法法⼈⼈でで研研修修をを受受けけたた新新規規就就農農希希望望者者がが町町内内外外でで活活躍躍((福福井井県県))  

資料：農林⽔産省「農林業センサス」 
 注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 

2) 主業経営体…65歳未満の世帯員(年60⽇以上⾃営農業に従事)
がいる農業所得が主の個⼈経営体 

準主業経営体…65歳未満の世帯員(同上)がいる農外所得が主
の個⼈経営体 

副業的経営体…65歳未満の世帯員(同上)がいない個⼈経営体 
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図表 特-5 農業経営体数 
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